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福祉・介護職員処遇改善加算及び
福祉・介護職員等特定処遇改善加算について



令和３年度 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算の概要①

加算の種類 福祉・介護職員処遇改善加算 福祉・介護職員等特定処遇改善加算

 １．加算の目的

福祉・介護職員の安定的な処遇改善を図るための環境整備とともに、福祉・介護職員

の賃金改善に充てること

職員の確保・定着につなげていくため、現行加算に加え、特定加算を創設し、経験、技能のある障害

福祉人材に重点化しつつ、職員の更なる処遇改善を行うとともに、一定程度他の職種の処遇改善も

行うこと

２．加算の区分

（Ⅰ）キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、職場環境等要件の全てを満たしている事業所

（Ⅱ）キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、職場環境等要件の全てを満たしている事業所

（Ⅲ）キャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱのどちらかを満たすことに加え、

　　　　 職場環境等要件を満たしている事業所

（Ⅰ）　      福祉専門職員配置等加算等を算定している事業所

（Ⅱ）　   　 福祉専門職員配置等加算等を算定していない事業所

（区分なし）福祉専門職員配置等加算がない重度障害者等包括支援、施設入所支援、

　　　　　　　   居宅訪問型児童発達支援 、保育所等訪問支援事業所

３．加算算定非対

　　象サービス

ａ 経験・技能のある障害福祉人材（aグループ）

 　以下のいずれかに該当する職員であって、所属する法人等における勤続年数10年以上の職員

を基本としつつ、他の法人における経験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業所の裁量

で設定。

　　・福祉・介護職員のうち介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士又は保育士のいずれ

　　　かの資格を保有する者

　　・心理指導担当職員（公認心理師含む）

　　・サービス管理責任者

　　・児童発達支援管理責任者

　　・サービス提供責任者

ｂ 他の障害福祉人材（bグループ）

　 経験・技能のある障害福祉人材に該当しない福祉・介護職員、心理指導担当職員（公認心

理師含む）、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、サービス提供責任者

ｃ その他の職種（cグループ）

　障害福祉人材以外の職員

※ 配分対象における職員分類の変更特例あり

就労定着支援、自立生活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援

４．賃金改善対象

　　となる職種グ

　　ループ

＜福祉・介護職員＞

　　ホームヘルパー、生活支援員、児童指導員、保育士、障害福祉サービス経験者（令和５年３月31日までは対象職種）、世話人、職業指導員、地域移行支援員、

　　就労支援員、訪問支援員、夜間支援従事者、共生型障害福祉サービス等事業所及び特定基準該当障害福祉サービス等事業所に従事する介護職員

＜福祉・介護職員以外＞は対象外

※1   処遇改善加算は、介護職員のための加算という点から、「サービス管理責任

　　　者」 「児童発達支援管理責任者」「管理者」は加算の対象職種となっていないの

　　　で支給することができません。対象となるのは、直接支援に該当する従業者

※2   法人代表者（代表取締役、代表社員、代表理事 等）は非対象

※3   法人役員でも、直接支援職種に従事し、役員報酬とは別に賃金が支払われ

　　　ていれば、その賃金に対する改善分については加算の対象
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令和３年度 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算の概要②

加算の種類 福祉・介護職員処遇改善加算 福祉・介護職員等特定処遇改善加算

５．加算の仕組み

『特定加算の算定額』 ＜ 『特定加算による賃金改善所要額』

かつ

『aグループの賃金改善平均額』 ＞ 『bグループの賃金改善平均額』 ＞ 『cグループの賃金改善平均額』×２

かつ

『aグループのうち１人以上は、賃金改善平均月額８万円以上又は賃金改善後の賃金年額４４０万円以上』

（合理的な理由がある場合は適用除外。賃金改善平均月額8万円以上の者は、（法人等の）申

請単位で１人ではなく、一括して申請する事業所の数に応じた設定が必要。）

「加算を取得していない場合の賃金水準」と「加算を取得して実施される賃金水準」との差 「特定加算を取得していない場合の賃金水準」と「特定加算を取得し実施される賃金水準」との差

６．賃金改善の考

　　え方

基本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目を特定した上で行う。特定した賃金項目を含め、賃金水準を低下させてはならない。

また、安定的な処遇改善が重要であることから、基本給による賃金改善が望ましい。

加算の趣旨は、職員の賃金を向上させることであり 、 費用弁償的（出張旅費、通勤費、作業衣費、資格取得費等）に支払うもの 、 恩給的（祝金、見舞金、永年勤続慰労金等）に支

払うもの 、 直接賃金を改善しない（親睦会費等）ものは 賃金改善に該当しません

『加算の算定額』 ＜ 『賃金改善所要額』

※ 事業所（法人）全体での賃金改善が要件を満たしていれば一部 の福祉・介護

職員を対象としないことは可能。

７．賃金水準の比

　　較の考え方
※ 比較時点に勤務実績のない福祉・介護職員は当該職員と同職で、勤務年数等が同等の職員の賃金水準と比較

（サービス別の基本サービス費に各種加算減算（処遇改善加算等を除く。）を加えた１月当たりの総単位数） × （サービス別加算率）

要件種類 内容

 １．キャリアパス要件

Ⅰ　職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること

Ⅱ　資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること

Ⅲ　経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けること

を規定し、就業規則等の書面での整備、全ての福祉・介護職員への周知が必要

２．職場環境等要件

６つの区分から任意で３つの区分を選択し、選択した区分でそれぞれ１つ以上の取組を行うこと。

①入職促進に向けた取組・・・・・・・・・・・・・・・・・経営理念・人材育成方針等の明確化、研修等のための制度構築、形態にこだわらない採用の仕組みの構築、職業魅力向上の取組の実施

②資質の向上やキャリアアップに向けた支援・・・・専門性の高い研修等の受講支援、キャリア段位制度と人事考課の連動、エルダー・メンター制度等の導入、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保

③両立支援・多様な働き方の推進・・・・・・・・・・子育てと仕事の両立のための制度・施設整備、職員の状況に応じた勤務シフトの導入等、有給休暇の取得しやすい環境整備、職員相談体制の充実

④腰痛を含む心身の健康管理・・・・・・・・・・・・・職員の身体負担軽減の対策の実施、健康管理体制の実施、雇用管理改善のための管理者への研修の実施、事故等対応マニュアルの作成等

⑤生産性向上のための業務改善の取組 ・・・・・ロボット導入による業務量縮減等、高齢者の活躍等による役割分担の明確化、５S活動等の実践による職場環境整備、業務手順書等による作業負担軽減

⑥やりがい・働きがいの構成・・・・・・・・・・・・・・・・ミーティング等による勤務環境の改善、地域の住民等との交流の実施、障害福祉の理念等を定期的に学ぶ機会の提供、支援の好事例等の情報共有の機会の提供

福祉・介護職員処遇改善加算　取得要件



福祉・介護職員等特定処遇改善加算の
概要及び計画書のポイント等について

２０２１年３月２５日
厚生労働省 社会・援護局

障害保健福祉部 障害福祉課



加算区分の確認

福祉・介護職員等特定処遇改善加算を算定するためには

特定処遇改善加算の算定要件の確認

現行の処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを算定していること

福祉・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取
組を行うこと

情報公表システム等において、取り組んでいる職場環境等要件の
内容を等公表していること（公表予定含む）

1

２

３

勤続10年以上の介護福祉士等がいなくても算定可能

● 特定処遇改善加算の加算区分は、ⅠとⅡの２区分

● 配置等要件、その他全ての要件を満たした場合、区分Ⅰを算定可
能。

配置等要件：福祉専門職員配置等加算（居宅介護、重度訪問介護、
同行援護、行動援護にあたっては特定事業所加算）を算定していること。

※ 重度障害者等包括支援、施設入所支援、短期入所、居宅訪問型児童発達支援、保育
所等訪問支援にあたっては、配置等要件がないため、加算区分は一つとなる

処遇改善計画書の作成する単位の決定

● 複数の事業所を有する場合は、処遇改善計画書と同じ単位で

実績報告書を作成することを念頭に、計画書の作成単位を決める。

特定処遇改善加算の見込額の計算

賃上げのルールの決定

● 加算率に基本サービス費を乗じる形で計算

基本サービス費
（現行の処遇改善加
算分を除く）

×
各サービスの
特定処遇改善
加算の加算率

＝
各事業所の特定
処遇改善加算に
よる収入

事業所ごとの勤続10年以上の介護福祉士等の数に
応じて加算されるのではない

１ 賃上げを行う職員の範囲を決める

経験・技能のある障害福祉人材を定義した上で、全ての職員を
「A：経験・技能のある障害福祉人材」、「B:他の障害福祉人材」、

「C：その他の職種」に分ける。

1

● Aを定義する際のルール
10年より短い勤続年数でも可。他法人での勤続年数もカウント可能

どの職員範囲（１、２又は３）で、賃上げするかを決める。２

１）経験・技能のある障害福祉人材（Aのみ）
２）障害福祉人材全体（A＋B）
３）職員全体（A＋B＋C)

加算額を全てAに配分することも可能。BやCに配分することも可能。

２ 賃上げ額と方法を決める（配分ルール）

Aのうち１人以上は、月額８万円の賃金増又は年収440万
円までの賃金増が必要。

1

Aの中に既に年収440万円の人がいる場合は新たに設定する必要はない。
小規模な事業所等は、この条件を満たさなくてもよい。

グループ（A、B、C）の平均賃金改善額について、
AはBより高く、CはBの２分の１以下

２

各グループ内の一人ひとりの賃上げは、一律でもメリハリをつけても可。

５

３

２

1 ４
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１ 特定処遇改善加算の算定要件の確認

現行の福祉・介護職員処遇改善加算
（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを算定し
ていること

福祉・介護職員処遇改善加算の職場
環境等要件に関し、複数の取組を行
うこと

情報公表システム等において、取り組ん
でいる職場環境等要件の内容等を公
表していること（公表予定含む）

※ 処遇改善加算の算定と同時に、特定処遇改善
加算の届出を行い、算定される場合を含む

勤続10年以上の介護福祉士等がいなくても算定可能

職場環境等要件に関し、複数の取組を行うこと

入職促進に向けた取組

資質の向上やキャリアアップに向けた支援

両立支援・多様な働き方の推進

腰痛を含む心身の健康管理

生産性向上のための業務改善の取組

やりがい・働きがいの構成

６つの区分から３つ
の区分を選択し、それ
ぞれで１つ以上の取
組を行うこと。

※ 処遇改善加算と異なる取組を行うことまでは求めていない。

● 以下の内容について、障害福祉サービス情報公表制度を
活用し、公表していること
・ 処遇改善に関する加算の算定状況
・ 賃金以外の処遇改善に関する具体的な取組内容

● 原則は、情報公表システムでの公表だが、事業所のホー
ムページがある場合は、そのホームページでの公表もOK

２

３
要件

要件

要件

1

２
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２ 加算区分の確認

特定処遇改善加算の区分は、ⅠとⅡの２区分。
Ⅰは、「配置等要件、現行加算要件、職場環境等要件及び見える化要件」の全てを満たす
場合、算定可能。

月額3.7万円相当 月額2.7万円相当 月額1.5万円相当

特定加算（Ⅰ） 特定加算（Ⅱ）

加算(Ⅰ) 加算(Ⅱ) 加算(Ⅲ)

区分（Ⅰ）は、「配置等要件、現行加算要件、職場
環境等要件及び見える化要件」の全てを満たす場合、
算定可能。

●配置等要件

福祉専門職員配置等加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援
護、行動援護にあたっては特定事業所加算）を算定していること。

※ 重度障害者等包括支援、施設入所支援、短期入所、居宅訪問型児童発達支援、
保育所等訪問支援にあたっては、配置等要件がないため、加算区分は一つ（区分な
し）となる

現行の加算区分

留意点：年度途中での変更の届出

● 配置等要件に関する適合状況に変更があり、該当する加
算区分に変更が生じる場合には、届出が必要

● 喀痰吸引を必要とする利用者割合についての要件などを満
たせないことで、特定事業所加算を算定できない状況が、
３ヶ月を超えて常態化した場合は届出が必要
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２ 加算区分の確認 ―（参考）加算率

サービス区分 加算率

就労定着支援、自立生活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支
援（移行）、地域相談支援（定着）

０％

２．加算算定非対象サービス

１．加算算定対象サービス

サービス区分
福祉専門職員配置等加算等の

算定状況に応じた加算率
区分（Ⅰ） 区分（Ⅱ）

居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護 ７．０％ ５．５％

重度障害者等包括支援 ６．１％

生活介護 １．４％ １．３％

施設入所支援、短期入所 ２．１％

療養介護 ２．１％ １．９％

自立訓練（機能訓練、生活訓練） ４．０％ ３．６％

就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） １．７％ １．５％

共同生活援助 １．９％ １．６％

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス １．３％ １．０％

居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援 １．１％

障害児入所施設（福祉型、医療型 ） ４．３％ ３．９％

障害者支援施設が行う生活介護 １．７％

障害者支援施設が行う自立訓練（機能訓練、生活訓練） ２．６％

障害者支援施設が行う就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） １．８％
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３ 特定処遇改善加算の見込額の計算

重度訪問

配置等要件を満たしているか？

満たしている
福祉専門職員等加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護にあ
たっては特定事業所加算）を算定していること。

※ 重度障害等包括支援、施設入所支援、短期入所、居宅訪問型児童発達
支援、保育所等訪問支援にあたっては配置等要件がないため、区分は一つ

満たしていない

特定処遇改善加算（Ⅰ）の算定 特定処遇改善加算（Ⅱ）の算定

特定処遇改善加算（Ⅰ）の算定額の計算

基本サービス費
（現行の処遇改善加
算分を除く）

×
各サービスの
加算区分(Ⅰ)
の加算率

＝
各事業所の
区分(Ⅰ)によ
る収入

特定処遇改善加算（Ⅱ）の算定額の計算

※各サービスの加算率はP.9を参照

特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善の実施特
定
処
遇
改
善
加
算
の
算
定
額

● 特定処遇改善加算は、事業所毎の勤続10年以上の介護福祉士等の数
に応じて配分されるものではない

● 配分ルールはＰ.12、13の考え方で決める

賃
上
げ
の
実
施

基本サービス費
（現行の処遇改善加
算分を除く）

×
各サービスの
加算区分(Ⅱ)
の加算率

＝
各事業所の
区分(Ⅱ)によ
る収入
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４ 処遇改善計画書の作成する単位の決定（複数事業所を有する場合）

処遇改善計画書と同じ単位で実績報告を行うことを念頭に、計画書の作成（申請）単位を決める。

● 特定処遇改善加算の配分ルール（Ｐ.12、13）について、複数事業所を一括で取り扱うときには、以下に留意。

１．経験・技能のある障害福祉人材における「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均水準（年収440万円）」の設定・確保

→ （法人等の）申請単位で１人ではなく、一括して申請する事業所の数に応じた設定が必要
（設定することが困難な事業所が含まれる場合は、その合理的説明を行うことにより、設定人数から除くことが可能）

２． 平均の賃金改善額について、

・ A：経験・技能のある障害福祉人材は、B：他の障害福祉人材より高くすること
・ C：その他の職種（役職者を除く全産業平均水準（年収440万円）以上の者は賃金改善の対象外）は、B：他の障害福祉人材の２
分の１を上回らないこと

→ （法人等の）申請単位の全体を一つの単位として取り扱うことが可能。

● 算定区分が（Ⅰ）、（Ⅱ）で異なる場合であっても、一括の申請は可能

● 一括申請が可能な事業所の範囲（オレンジ部分）

加算取得事業所
加算未取得

事業所
特定処遇
改善加算

非対象サービス

医療
介護
保育

特定処遇改善加算対象サービス

障害福祉サービス等

例 法人が４事業所分を一括して申請する場合

１．経験・技能のある障害福祉人材における「月額8万円」の改善又は「役職者を除く全産業平均水準
（年収440万円）」の設定・確保

→ 法人内で各事業所１人分として、合計４名の設定・確保

２． 法人の職員全体で、
Ａ:経験・技能のある障害福祉人材、Ｂ:他の障害福祉人材、Ｃ:その他の職種を設定し、処遇改善額を設

定

11



５ 賃上げのルールの決定

１ 賃上げを行う職員の範囲を決める

１．経験・技能のある障害福祉人材を定義した上で、全ての職員を「A：経験・技能のある障害福祉人材」、
「Ｂ：他の障害福祉人材」、「C：その他の職種」に分ける。

２．どの職員範囲で配分するか決める。

（定義する際のルール）

・勤続10年以上の職員を基本

・介護福祉士等に該当すること

・勤続年数は、他の法人や医療機関等での
経験等も通算可能

・事業所の能力評価や等級システムを活用
するなど、10年以上の勤続年数がなくて
も業務や技能等を勘案し対象とできる

（定義する際のルール）

・「A：経験・技能のある障害福祉人
材」に該当しない障害福祉人材

※ Aに該当しない福祉・介護職員、心理
指導担当職員（公認心理師含む）、
サービス管理責任者、児童発達支援管
理責任者、サービス提供責任者

Ｂ 他の障害福祉人材A 経験・技能のある障害福祉人材

（定義する際のルール）

・障害福祉人材以外の職員

Ｃ その他の職種

● 加算額を全てAに配分することも可能。BやCに配分することも可能。（全ての職員をA、B、Cに分ける）

● 介護福祉士等の要件：福祉・介護職員のうち介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士又は保育士のいずれかの資格を保有する者、

心理指導担当職員（公認心理師含む）、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、サービス提供責任者

いずれの範囲も選択可能

● 労使でよく話し合い、設定することが重要。
● Ａは、介護福祉士等に該当する者がいない場合や、比較的新しい事業所で研修・実務経験の蓄積等に一定期間を

有するなど、職員間における経験・技能に明らかな差がない場合にまで、設定を求めるものではない。（設定しない場
合は、処遇改善計画書及び実績報告書に具体的な理由を記載する。）

● Ａでは介護福祉士等に該当することを求めるが、10年より短い勤続年数でも可。他の法人での経験もカウント可能。
※ 上記のうち、特に職種により分類している部分について、職員分類の変更特例の適用を行わずに、分類ルールに沿わない職員分類で届出を

行っている不適切な事例が散見されるため注意が必要。
12



５ 賃上げのルールの決定

２ 賃上げ額と方法を決める

「A：経験・技能のある障害福祉人材」のうち１人以上は、

月額８万円の賃上げ又は年収440万円までの賃金増が必要

月額８万円の賃上げ

・ 賃金改善実施期間における平均賃上げ額が月額８万円となる必要

・ 現行の福祉・介護職員処遇改善の賃金改善分とは別に判断する

・ 法定福利費等の増加分を含めて判断可能。

賃上げ年収440万円までの賃金引き上げ

・ 440万円を判断するに当たっては、手当等を含めて判断することが可能。

・ 賃金年額440万円が原則。年度途中から加算を算定している場合、12ヶ月間加算を算定していれば、年収440万円

以上と見込まれる場合について、要件を満たすものとして差し支えない。

・ 現に年収440万円の者がいる場合は、要件を満たすものとして差し支えない。

・ 社会保険料等の事業主負担その他の法定福利費等は含まずに判断。

例外的な取扱い

・ 以下の場合などは、月額８万円の賃上げ又は年収440万円までの賃金増の条件を満たさなくてもよい。

▶ 小規模事業所で加算額全体が少額である場合

▶ 職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引き上げることが困難な場合

▶ ８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の階層、役職やそのための能力・処遇を明確化する

ことが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに、一定期間を要する場合

13



５ 賃上げのルールの決定

２ 賃上げ額と方法を決める

グループ（A、B、C）の平均賃上げ額について、「Aは、 Bより高く」、「Cは、 Bの２分の１以下」

経
験
・
技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

B
他の障害福祉

人材

A

平
均
賃
上
げ
額

平
均
賃
上
げ
額

平
均
賃
上
げ
額

C
その他の職種

平均賃上げ額が
A ＞ B

平均賃上げ額が
A ＞ B、 １ ： 0.5以下

B
他の障害福

祉
人材

経
験
・
技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

A

経
験
・
技
能

の
あ
る
障
害

福
祉
人
材

A

一人ひとりの改善額は、
一律でもメリハリをつけ
ることも可能

留意点：平均賃上げ額の計算

● 原則、常勤換算方法による人数算出が必要。
一方、その他の職種については、実人数による算出も可能で
あり、労使でよく話し合い、設定することが重要

● 全ての職員をA、B、Cのいずれかに区分するため、賃金改善
を行わない職員についても職員の範囲（平均額計算の分
母）に含めることとなる

● 賃金改善後の賃金が年額440万円を上回る場合は対象外

※ 440万円の基準の判断にあたり
・手当等を含めて判断
・非常勤職員の場合は、常勤換算方法で計算し判断

● 平均賃金額について、CがBより低い場合、平均賃上げ額を、
基本の１：0.5ではなくBと同等の水準（１：１）とすること
が可能
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５ 賃上げのルールの決定

３ 配分対象における職員分類の変更特例

経験若しくは技能等を鑑みて、通常の職員分類では適正な評価ができない職員の特性を考慮し、一定の
ルールのもと、法人・事業所の裁量で職員分類の変更を行うことができる。

● 変更特例を適用する場合、特例の種別、該当職員の職種、特性、人数についてできる限る具体的な報告が必要。
● 通知で示しているのは例示であり、限定されているわけではない。
● 特例の趣旨に沿わない計画（全職員の分類変更を行う等）については、詳細な理由の説明を求める。
● 変更特例を適用するにあたっては、経験・技能等を鑑みて、通常の職員分類では正当な評価ができない職員がい

るかどうかを考慮し、労使でよく話し合うことが重要。

その他の職種

「経験・技能のある障害福祉人材」に分類することができる。

他の障害福祉人材

研修等で専門的な技能を身につけた
勤続10年以上の職員

個別の障害福祉サービス等の類型ごとに
必要となる専門的な技能によりサービスの質

の向上に寄与している職員

裁量

「他の障害福祉人材」に分類することができる。

他の障害福祉人材

裁量

経験・技能のある障害福祉人材

※ 賃金改善前の年収が440万円を上回る職員は変更不可
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前年１～12月の報酬総額等を確認

処遇改善計画書の様式を入手

● 算定要件を満たしていることを確認した上で、各都道府県、政令指

定都市、中核市のホームページ等に掲載されている処遇改善計画書
を入手（令和２年度より様式がExcelとなっている）

● 次年度の処遇改善加算の申請は、原則、２月末日までのため、処遇

改善計画書に入力する前年度の賃金総額及び処遇改善加算等の額は、
前年１～12月分の実績となっている。

● 報酬総額及び処遇改善加算等の額について、国民健康保険団体連
合会から通知される以下の資料を確認しておく。

・ 障害福祉サービス費等支払決定額内訳書
・ 福祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ

賃金改善計画の入力（処遇改善加算）
（処遇改善加算と特定処遇改善加算を併せて申請する場合）

● ④処遇改善加算の賃金の総額（前年度、改善後）には、職員

グループを分けた後の「経験・技能のある障害福祉人材（Ａ）」と
「他の障害福祉人材（Ｂ）」の合計額を入力する。

様式の基本情報入力シートの入力
賃金改善計画の入力（特定処遇改善加算）

令和２年度の様式では、平均単位数と１単位の単価を入
力する形式であったが、平均額を入力する形式に変更

6
３

２

1

5

障害福祉サービス等処遇改善計画書の作り方について（主なポイント）

● 提出先自治体名（指定権者）、法人名などの基本情報及び加算対象
事業所に関する情報を入力する。

● １月当たりの障害福祉サービス等報酬総額は、原則、前年１～12月分
の支払決定額内訳書に基づき報酬総額の平均額を入力する。

● １月当たりの処遇改善加算等の総額は、原則、前年１～12月分の処
遇改善加算等総額のお知らせに基づき加算総額の平均額を入力する。

● 上記の対応ができない新規事業所などは、想定される利用者数や取得

予定の加算などから標準的な額として見込まれる１か月分の額を入力する。

※ 掲載状況については、各自治体の障害福祉担当部署へお問い合わせください。

● 前年度の処遇改善加算の総額及び特定処遇改善加算の総額を

入力する。なお、特定処遇改善加算の総額は「その他の職種
（Ｃ）」に支払われた額を除いた額を入力する。

● 前年度に処遇改善加算等以外に事業所で独自の賃金改善を実

施している場合は、その額を入力する。（A、Bの職員に係る額）

※ 処遇改善加算の対象職種に変更は無く、便宜的な対応である。

※ 処遇改善加算のⅣ及びⅤ並びに処遇改善特別加算は、廃止予定であるた
め、令和２年度からの継続（１年限り）以外の新規申請はできません。

● ⑤賃金改善の見込額の各項目について、賃上げを行う職員の範
囲に関わらず、事業所・法人内の全ての職員の賃金額等を入力する。
※ 独自の賃金改善額も全ての職員に係る額を入力する。

● ⑥のⅰ～ⅳを入力し、当該項目の右の印刷範囲外に、配分比
率を入力する項目があるので、配分ルールに沿って設定する。

様式の施設・事業所別個表の入力

● 様式２－２、２－３へ事業所ごとに「新規・継続の別」、「加算の

区分」、「算定対象月」を入力する。

4

その他7

● 各加算により賃金改善を行う賃金項目及び方法並びに独自の賃
金改善の内容・算定根拠を入力する。

● 各キャリアパス要件、職場環境等要件、見える化要件及び届出に
係る根拠資料について該当項目を選択・入力する。
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加算率の変更

福祉・介護職員等特定処遇改善加算を算定するためには

加算区分（Ⅳ）、（Ⅴ）、特別加算廃止

● 令和３年３月31日をもって処遇改善加算の区分（Ⅳ）、

（Ⅴ）及び処遇改善特別加算は廃止となる。

● 加算率の算定方法の見直しに伴い、令和３年度から加算率が変更

される。（短期入所については、新たに短期入所としての加算率を設定
する。）

● 障害者支援施設が行う日中活動系サービスに係る例外的取扱いに
ついては、加算率の変更による影響を緩和する観点から、今回の報酬改
定においては、加算率を見直した上で継続する。

配分ルールの変更（特定処遇改善加算）

● 特定処遇改善加算の事業所における配分方法について、これまで、

平均賃金改善額について、「経験・技能のある障害福祉人材
（Ａ）」は「他の障害福祉人材（Ｂ）」の２倍以上とする取扱いを
平均賃金改善額について、「経験・技能のある障害福祉人材
（Ａ）」は「他の障害福祉人材（Ｂ）」を上回ることとする。に変更
する。

職場環境等要件の内容等の変更

職員分類の変更特例（特定処遇改善加算）５

３

２

1 ４

（参考）令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における処遇改善加算等の主な変更点

● 職場環境等要件について、各事業者による職場環境改善の取組をより実
効性が高いものとする観点から、内容の見直しを行った。

※ 「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立
支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産性の向上の
ための業務改善の取組」及び「やりがい・働きがいの醸成」の６つの区分から３つ
の区分を選択し、それぞれで１つ以上の取組を行うこと。なお、処遇改善加算と特
定処遇改善加算において、異なる取組を行うことまでを求めるものではない。

● 職場環境等要件に基づく取組の実施について、原則、届出に係る計画の
期間中における取組の実施を求めることとする。
※ 届出に係る計画の期間中に実施できない合理的理由がある場合は、例外的に

前年度の取組実績をもって、要件を充たすものと認めて差し支えないこととする。

※ 経過措置として、令和３年３月から引き続き令和３年度も当該加算を取得
する事業所においては、令和４年３月31日まで、従前通り算定可能

● 特定処遇改善加算における職員分類の変更特例の例示に以下
を追記する。

ａ 通常の分類では「他の障害福祉人材」に分類される職員であって、
研修等で専門的な技能を身につけた勤続10年以上の職員（例）

・ 相談支援従事者研修修了者

・ 社会福祉主事

・ 教員免許保有者

ｂ 通常の分類では「その他の職種」に分類される職員であって、個別
の障害福祉サービス等の類型ごとに必要となる専門的な技能により
サービスの質の向上に寄与している職員（例）

・ サービス管理責任者研修修了者

・ 産業カウンセラー資格保有者

● なお、従前と同様だが、当該例示は適用の可否を決める限定列
挙ではないため、各事業所等において、経験・技能等を鑑みて、通常
の職員分類では適正な評価ができない職員がいるかどうかを考慮し、
職員分類の変更特例を適用するかどうか判断することとなる。

※ 厚生労働省・自治体において、経過措置期間中に、処遇改善加算の区分
（Ⅲ）以上の取得を促進するために周知徹底を図る。
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障害福祉サービス等処遇改善計画書
の記載に関する留意点



３ 加算対象事業所に関す
る情報

下表に必要事項を入力してください。記入内容が別紙様式2-2及び別紙
2-3に反映されます。

※１ 「一月あたり障害福祉サービス等報酬総額［円］」には、「障害福祉サービス費等支払決定額内訳書」に基づき、 前年１月から12月までの１年間のサービス別
の報酬総額を12で除したもの（12ヶ月に満たない場合は、一月あたりの標準的な額として見込まれるもの）を記載すること。

※２ 「一月当たりの処遇改善加算等の総額［円］」には、 前年１月から12月までの１年間の「福祉・介護職員処遇改善加算等総額のお知らせ」に基づき、サービス
別の処遇改善加算等の総額を12で除したもの（12ヶ月に満たない場合は、一月あたりの標準的な額として見込まれるもの）を記載すること。

通し番号
障害福祉サービス等

事業所番号
指定権者名

事業所の所在地

事業所名 サービス名

一月当たりの障
害

福祉サービス等
報酬

総額（※１）[円]

一月当たりの
処遇改善加算
等の総額（※

２）[円]

一月あたり（処
遇改善加算等

を除いた）
障害福祉サー
ビス等報酬総

額[円]

都道府県 市区町村

1

2

19

障害福祉サービス等処遇改善計画書

基本情報入力シート ３ 加算対象事業所に関する情報

・プルダウンメニューから該当のサービスを選択
・障害者支援施設の場合は、「障害者支援施設：生活介護」と「生活介
護」のように選択が異なる場合があることに留意

表１　加算算定対象サービス

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

施設入所支援

短期入所

療養介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

共同生活援助（指定共同生活援助）

共同生活援助（日中サービス支援型）

共同生活援助（外部サービス利用型）

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

障害者支援施設：生活介護

障害者支援施設：自立訓練（機能訓練）

障害者支援施設：自立訓練（生活訓練）

障害者支援施設：就労移行支援

障害者支援施設：就労継続支援Ａ型

障害者支援施設：就労継続支援Ｂ型

サービス区分



２　賃金改善計画について＜共通＞
※本計画に記載された金額は見込額であり、提出後の運営状況(利用者数等)、人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得る。

（１）福祉・介護職員処遇改善加算のみ計画する場合

① 算定する処遇改善加算の区分 　

② 処遇改善加算の算定対象月

③ 令和 年度処遇改善加算の見込額

④ 賃金改善の見込額(ⅰ-ⅱ） (右欄の額は③欄の額を上回ること）

(ア)前年度の福祉・介護職員の賃金の総額

(イ)前年度の処遇改善加算の総額

(エ)前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善額

⑤ 令和 年 月 令和 年 月

0 円

賃金改善実施期間 ～

ⅱ）前年度の福祉・介護職員の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改

善額を除く）【基準額１】(ア)ｰ(イ)ｰ(ウ)ｰ(エ)
0 円

円

円

(ウ)前年度の特定加算のうち福祉・介護職員に支給された額

　　（前年度に特定加算を算定していた場合のみ）
円

※　別紙様式２－２のとおり

0 円

0 円

ⅰ）処遇改善加算の算定により賃金改善を行った場合の福祉・介護職員の賃金の総額（見込額） 円

20

障害福祉サービス等処遇改善計画書

別紙様式2－１ ２賃金改善計画について＜共通＞

・福祉・介護職員の賃金の総額を入力してください
※引き上げる者分のみの入力は不可

（１）福祉・介護職員処遇改善加算のみ計画する場合、（２）福祉・介護職員処遇改善加算（特定加算も併せて計画する場合）

（２）福祉・介護職員処遇改善加算（特定加算も併せて計画する場合）

① 算定する処遇改善加算の区分 　

② 処遇改善加算の算定対象月

③ 令和 年度処遇改善加算の見込額

④ 賃金改善の見込額(ⅰ-ⅱ） (右欄の額は③欄の額を上回ること）

(ア)前年度の経験・技能のある障害福祉人材(A)と他の障害福祉人材(B)の賃金の総額

(イ)前年度の処遇改善加算の総額

(エ)前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善額

※　別紙様式２－２のとおり

0 円

(ウ)前年度の特定加算の総額（その他の職種(C)に支給された額を除く)

円

円

円

円0

0 円

円

円

ⅱ）前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く）【基準

額１】(ア)ｰ(イ)ｰ(ウ)ｰ(エ)

ⅰ）処遇改善加算の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）

　（経験・技能のある障害福祉人材(A)と他の障害福祉人材(B)の総額）

・別紙様式２－１に記載する改善前後の賃金額
は当該加算算定サービスにおける賃金を記載してく
ださい。（介護保険のサービス等と兼務している場
合は按分等で別にしてください。）



（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算

① 　

②

③

④ 令和 年度特定加算の見込額(g)

⑤ 賃金改善の見込額(ⅰ-ⅱ） (右欄の額は④欄の額を上回ること）

ⅰ）特定加算の算定により賃金改善を行った場合の賃金の総額（見込額）

(ア)前年度の賃金の総額

(イ)前年度の処遇改善加算の総額

(ウ)前年度の特定加算の総額

(エ)前年度の各障害福祉サービス事業者等の独自の賃金改善額

⑥ 平均賃金改善額

円 円 円

ⅱ）前年度の常勤換算職員数(i) 人 人 人

ⅲ）前年度の一月当たりの常勤換算職員数(j) 人 人 人

ⅳ）前年度のグループ毎の平均賃金額(月額)【基準額３】(h)/(i) 円 円 円

(A)のみ実施 円

（ 円 ） （ 円 ）

(A)及び(B)を実施 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

(A)(B)(C)全て実施 円 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

上記以外の方法で実施 円 円 円

（ 円 ） （ 円 ） （ 円 ） （ 円 ）

ⅱ）前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される賃金改善額及び独自の賃金改善額を除く）【基準

額２】(ア)ｰ(イ)ｰ(ウ)ｰ(エ)

ⅰ）前年度の賃金の総額（処遇改善加算等を取得し実施される賃金
改善額及び独自の賃金改善額を除く）(h)

円

　※①、③　別紙様式２－３のとおり、②　別紙２－２のとおり

0

0 円

#DIV/0!

経験・技能のある

障害福祉人材(A)

0 円

特定加算の算定対象月

円

円

円

他の障害福祉人材(B) その他の職種(C)

円

#DIV/0!

処遇改善加算の取得状況

ⅴ）グループ毎の平均賃金改善額
(月額)(g)/(j)/(k)

※予定している配分方法について選択

すること。（いずれか1つ）

※当該年度の特定加算の見込額と前年

度の一月当たりの常勤換算方法により

算出した職員数から算出した一人当たり

配分額(月額)。(括弧内はグループ毎に

配分可能な加算総額(年額))

#DIV/0!

0

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0

#DIV/0!

#DIV/0!

0

#DIV/0! #DIV/0!

算定する特定加算の区分

円

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!
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・福祉・介護職員の賃金の総額を入力してください
・その他の職種がない場合は、２－（１）－④－
ⅱ）－ア、２－（２）－④－ⅱ）－アと同じ額に
なります。
※引き上げる者分のみの入力は不可

（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算

・２－（３）－⑤－ⅱ）【基準額２】は、２－
（３）－⑥－ⅰ）の（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）の合計
と同額になります。

・前年度の常勤換算職員数を入力してくだ
さい
※入力する常勤換算職員数が“月”となって
いる間違いが多くあります。

上記の補足になりますが、
ⅱ）は、前年度の常勤換算職員数
ⅲ）は、前年度の一月当たりの常勤換算職
員数のためⅱ）はⅲ）の１２倍の数値と
なります。

前年度の平均賃金額（月額）【基準額３】
が百万円単位になっている場合は間違いと
思われますので、提出前に確認をお願いしま
す。

全職員分を入力



（４）賃金改善を行う賃金項目及び方法　

イ　福祉・介護職員処遇改善加算 ※前年度に提出した計画書の記載内容から変更がない場合は「変更なし」にチェ ック（✔） 変更なし

基本給 手当（新設） 手当（既存の増額） 賞与 その他

（当該事業所における賃金改善の内容の根拠となる規則・規程）

就業規則の見直し 賃金規程の見直し その他 （ ）

（賃金改善に関する規定内容）

　※上記の根拠規程のうち、賃金改善に関する部分を記載すること。

　※前年度に提出した計画書から変更がある場合には、変更箇所を下線とするなど明確にすること。

（上記取組の開始時期） 年 月 （ 実施済 予定 ）平成

具体的な取組

内容

賃金改善を行う
給与の種類
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・変更なしにチェックを入れた場合も表内の記入はしてください。

※別紙様式２－１の２（４）、３、４、５についても同様に記入してください

（４）賃金改善を行う賃金項目及び方法



障害福祉サービス等処遇改善実績報告書
の記載に関する留意点



３ 加算対象事業所に関する
情報

下表に必要事項を入力してください。記入内容が様式3-1及び3-2に反映さ
れます。

通し番号
障害福祉サービス等

事業所番号
指定権者名

事業所の所在地
事業所名 サービス名

都道府県 市区町村

1

2
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基本情報入力シート ３ 加算対象事業所に関する情報

・プルダウンメニューから該当のサービスを選択
・障害者支援施設の場合は、「障害者支援施設：生活介護」と「生活介
護」のように選択が異なる場合があることに留意

＜サービス区分一覧>

サービス区分

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

療養介護

生活介護

重度障害者等包括支援

施設入所支援

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

共同生活援助（指定共同生活援助）

共同生活援助（日中サービス支援型）

共同生活援助（外部サービス利用型）

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

短期入所：施設入所支援（特別養護老人ホーム、療養介護、障害児入所施設含む。）

短期入所：共同生活援助（外部サービス利用型）

短期入所：宿泊型自立訓練

短期入所：共同生活援助（指定共同生活援助（介護サービス包括型））

短期入所：共同生活援助（日中サービス支援型）

短期入所：単独型

障害者支援施設：生活介護

障害者支援施設：自立訓練（機能訓練）

障害者支援施設：自立訓練（生活訓練）

障害者支援施設：就労移行支援

障害者支援施設：就労継続支援A型

障害者支援施設：就労継続支援B型

※短期入所は本体施設の加算率を適用する。（単独型は生活介護と同等の加算率を適用）

※障害者支援施設の日中活動系サービスは、施設入所支援の加算率を適用する。
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２　実績報告＜共通＞ ※詳細は別紙様式３－２に記載

（１）福祉・介護職員処遇改善加算のみまたは福祉・介護職員処遇改善特別加算のみの場合

① 令和 年度分の処遇改善加算の総額

② 賃金改善所要額（ⅰ－ⅱ） (右欄の額は①欄の額を上回ること)

ⅰ）処遇改善加算の算定により賃金改善を行った福祉・介護職員の賃金の総額

ⅱ）前年度の福祉・介護職員の賃金の総額【基準額１】

※②ⅰ）には、賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

※②ⅱ）には、計画書の（１）④ⅱ）又は（２）⑥ⅱ）の額を記載すること

※処遇改善加算または特別加算のみの場合、別紙様式３－２におけるグループ別の内訳は記載不要

処遇改善加算

0 0 円

円

0

0 円

円

計画書の２－（１）－④－ⅱ）の金額

障害福祉サービス等処遇改善実績報告書

別紙様式３－１ ２実績報告＜共通＞

・計画書の基準額１を入力
・計画書の金額が違う場合は、P26の「基準額変更理由書」を提出

（１）福祉・介護職員処遇改善加算のみまたは福祉・介護職員処遇改善特別加算のみの場合
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介
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介
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善
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法
人
名
）
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介
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計
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ま
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た
の
で
理
由
書
を
提
出
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す
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な
い
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に
は
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任
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別
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追
加
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載
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添
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料
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※
本
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書
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添
付
し
て
提
出
し
て
く
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。
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担
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（
連
絡
先
）

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

          



（２）福祉・介護職員等特定処遇改善加算を併せて報告する場合

① 令和 年度分の加算の総額

② 賃金改善所要額（ⅰ－ⅱ） ※右欄の額は①欄の額を上回ること

ⅰ）加算の算定により賃金改善を行った賃金の総額

 本年度の賃金の総額(a)

 処遇改善加算の総額(b)

ⅱ）前年度の賃金の総額【基準額１】【基準額２】

※②の「本年度の賃金の総額」には、賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

※「前年度の賃金の総額」には、計画書の（１）④ⅱ）又は（２）⑥ⅱ）の額を記載すること

 特定加算の総額(c)　※その他の職種への支給分を除く

0

円

0 0

処遇改善加算 特定加算

0

円

0 円

0 円

0 円

0 円

0 円 0 円

円

円

0

円円

(a)ー (c) (a)ー (b)
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計画書の２－（１）－④－ⅱ）及び２－（２）－
④－ⅱ）の金額

・計画書の基準額１及び基準額２を入力
・計画書の金額が違う場合は、基準額変更理由書を
提出

③ 平均賃金改善額＜特定加算＞

（Ａ）経験・技能のある障害福祉人材 円

（Ｂ）他の障害福祉人材 円

（Ｃ）その他の職種 円 円

※「前年度の平均賃金額（月額）」には、計画書（２）⑦ⅳ）の額を記載すること。

④ 月額平均８万円又は改善後の賃金が年額440万円となった者＜特定加算＞

（設定できない事業所があった場合その理由）　※複数回答可

## 小規模事業所等で加算額全体が少額であるため。

## 職員全体の賃金水準が低く、直ちに月額平均８万円等まで賃金を引き上げることが困難であるため。

##

## その他 （ ）

※

※

賃金改善を

実施した

グループ

前年度の平均賃金

額(月額)【基準額３】

本年度の平均賃金

額(月額)
平均賃金改善額

（対象外） （対象外）

（対象外）

（対象外）

0

改善後の賃金が

最も高額となった者

の賃金(年額)
(配分比率)

人いずれかに該当する人数

（対象外） -

（対象外） -

-

福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員等特定処遇改善加算並びに福祉・介護職員処遇改善特別加算に関して、虚偽や不正があった場合に

は、支払われた介護給付費等の返還や事業者の指定取消となる場合があるので留意すること。

月額平均８万円等の賃金改善を行うに当たり、これまで以上に事業所内の階層や役職にある者に求められる能力や処遇を明確化すること

が必要であり、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要するため。

給与明細や勤務記録等、実績報告の根拠となる資料は、指定権者からの求めがあった場合に速やかに提出できるよう、適切に保管しておくこと。

障害福祉サービス等処遇改善実績報告書

（２）福祉・介護職員等特定処遇改善加算を併せて報告する場合

・計画書の基準額３を入力
・計画書の金額が違う場合は、基準額変更理由書を
提出

その他の職種の賃金改善を行っている場合は、改善後
の賃金が最も高額となった者の賃金（年額）を入力

「月額平均８万円の賃金改善又は改善後の賃金が
年額４４０万円以上となる者」を設定できない場合そ
の理由をチェック
※いずれかに該当する人数が０人の場合は必ず

チェックをしてください
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障害福祉サービス等処遇改善実績報告書

別紙様式３－２ 福祉・介護職員処遇改善加算

※事業所の数が多く、１枚に記載しきれない場合は、適宜、行を追加すること。

※福祉・介護職員処遇改善加算または福祉・介護職員処遇改善特別加算のみの場合は、グループ別の内訳は不要である。

福祉・介護職員処遇改善加算

事業所の所在地

都道府県 市区町村

1

2

3

指定権者介護保険事業所番号 事業所名 本年度の加算

の総額［円］

本年度の賃金

の総額［円］経験・技能のあ

る障害福祉人材

(A)

他の

障害福祉人材(B)

グループ別内訳
算定する障害
福祉人材処遇

改善加算の区
分

サービス名

本年度（４月～３月）の実績を記入

本年度の実績には、過年度分（過誤調整等）を含めないこと
※サービス提供年月日が当該年度分のみで集計して入力してください
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障害福祉サービス等処遇改善実績報告書

別紙様式３－２ 福祉・介護職員特定処遇改善加算

福祉・介護職員等特定処遇改善加算

事業所の所在地

都道府県 市区町村

1

2

3

4

5

経験・技能のあ

る障害福祉人

材のうち月平均

8万円以上又は

年額440万円以

上［人］

その他の職種

(C)

経験・技能の

ある障害福祉

人材(A)

本年度の加算
の総額［円］

本年度の賃金の総額(［円］

他の

障害福祉人材

(B)

本年度の常勤換算職員数［人］

経験・技能の

ある障害福祉

人材(A)

他の

障害福祉人材

(B)

その他の職種

(C)

その他の職種

(C)

他の

障害福祉人材

(B)

サービス名
グループ別内訳

指定権者
算定する障害
福祉人材等特
定処遇改善加

算の区分

介護保険事業所番号 事業所名
経験・技能の

ある障害福祉

人材(A)

本年度（４月～３月）の実績を記載本年度（４月～３月）の実績を記載

当該事業所に従事する経験・技能のある障害福祉人材のうち月平均８万円以上の賃
金改善又は年額440万円以上となった者の実人数を記載してください。（該当者がい
なかった場合は、空欄としてください。）
複数の事業所に兼務している場合には、いずれか１か所に計上して下さい。（同一
職員の重複計上は不可）

その他の職種については、実人数を記載することも可能です。

本年度（４月～３月）の実績を記入

本年度の実績には、過年度分（過誤調整等）を含めないこと
※サービス提供年月日が当該年度分のみで集計して入力してください

本年度の常勤換算職員数を入力してください
※入力する常勤換算職員数が“月”となっている間違いが多くあります。

様式３－１ ２－（２）－③の本年度の平均賃金額（月額）が百万円単位に
なっている場合は間違いと思われますので、提出前に確認をお願いします。



・県で提出いただいた書類を確認した結果、多くの法人の書類に誤りがあるこ
とがわかりました。

・各自で令和２年度の実績報告書及び令和３年度の計画書の確認を行っていた
だき修正がある場合は、すみやかに再提出をお願いします。

・令和２年度の実績報告額について、国保連からの支払い額が不明な場合は
県へお問い合わせください。

各法人の加算申請のご担当者様へのお願い


